
愛媛県後期高齢者医療広域連合人事行政運営等の状況  

 
愛媛県後期高齢者医療広域連合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１９

年愛媛県後期高齢者医療広域連合条例第１４号）第４条の規定により、平成２２年度にお

ける愛媛県後期高齢者医療広域連合の人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表

します。 
 
平成２３年１０月２８日 
 
                 愛媛県後期高齢者医療広域連合長 野志 克仁 
 
１ 任免及び職員数に関する状況  
愛媛県後期高齢者医療広域連合の職員は、地方自治法第２５２条の１７の規定に基づく

愛媛県内の構成市町から派遣されており、職員は派遣元市町との身分を併任しています。 
 
（１）職員数（平成２２年４月１日現在） 

平成２１年 平成２２年 対前年増減数 主な増減理由 

２５人 ２５人 ０人  

 ※愛媛県後期高齢者医療広域連合職員定数条例による定数は２６名 
 
（２）派遣元ごとの職員数（平成２２年４月１日現在） 
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（３）年齢別職員構成の状況（平成２２年４月１日現在） 
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職員数  ０人 ０人 １人 ６人 ８人 ６人 １人 ０人 ０人 １人 2 人 ０人 25 人

 
 
 
 
 



２ 給与の状況 
（１）人件費の状況（一般会計決算） 

区 分 歳出額 実質収支 人件費 人件費率 
 Ａ  Ｂ Ｂ／Ａ

千円 千円  千円       ％

平成２２年度 １７４，０４９     １８０  ２４，２４４     ０.１０ 
 市町から派遣されている職員の給与は、派遣元の給与条例に基づき、派遣元の市町から

支給されています。なお、派遣元で支給された給与については、広域連合が年度末に精算

し、人件費負担金として派遣元に支払います。（平成２２年度の人件費負担金額は、１６２，

５００千円です。） 
 
（２）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在） 

区 分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

一般行政職 ― ― ３６.４歳 

※給与は、派遣元の給与条例に基づき支給されているため、平均給料月額、平均給与月額

は算出していません。 
 
（３）特別職の報酬等の状況 

区    分 報 酬 の 額 

広 域 連 合 長 支給しない 

副広域連合長 支給しない 

議 長 支給しない 

副 議 長 支給しない 議  会 

議 員 支給しない 

委 員 長 日額 ５，０００円 
選挙管理委員会 

委 員 日額 ５，０００円 

議会の議員のうちから選

任された委員 
日額 ５，０００円 

監査委員 
その他の委員 日額 ５，０００円 

附属機関の委員等 日額 ５，０００円 

 
 
 
 
 
 
 



３ 勤務時間その他の勤務条件の状況 
（１）勤務時間の状況（平成２２年４月１日現在） 

１週間の 
勤務時間 

１日の 
勤務時間 

始業 終業 休憩時間 

38 時間 45 分 ７時間 45 分 ８時 30 分 17 時 15 分 １時間 

 
（２）休暇の状況（平成２２年４月１日現在） 

種類 休暇の概要、取得の要件等 取得可能日数等 

年次有給休暇 
 1 年につき 20 日（前年の繰越日数の

上限 20 日のため、最高 40 日） 

療 養 休 暇 

負傷又は疾病のため療養する必

要があり、その勤務しないこと

がやむを得ないと認められる場

合 

・公務災害・通勤災害の場合は必要と

認められる期間 
・結核性疾患については１年、その他

の負傷又は疾病については 90 日を
超えない範囲内において必要と認め

られる期間 有
給
休
暇 

特 別 休 暇 

出産、選挙権の行使、結婚、交

通機関の事故その他の特別の事

由により職員が勤務しないこと

が相当である場合 
 主な休暇 
  産前休暇、産後休暇、公民

  権の行使、結婚休暇、忌引、

 リフレッシュ休暇、夏季休

暇など 

産前休暇：8 週間以内に出産する予 
定の女性職員が申し出た

場合に出産の日まで 
産後休暇：出産後 8 週間 
公民権の行使：必要と求められる期間

結婚休暇：連続する 7 日 
忌引：父母の場合 7 日など 
リフレッシュ休暇：30 年勤続 3 日  
          20 年勤続 2 日 
夏季休暇：3 日 

無
給
休
暇

介 護 休 暇 
負傷、疾病又は老齢により、日

常生活を営むのに支障があるも

のの介護をする場合 

一の継続する状態ごとに、連続する 
6 月の期間内 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



４ 分限及び懲戒処分の状況 
分限処分は、一定の事由（心身の故障のためなど）により職員がその職責を十分に果た

すことができない場合、公務の能率を維持することやその適正な運営の確保の目的から， 

職員の意に反し、その身分に不利益な変動をもたらす処分です。 

懲戒処分は、職員が法令や職務上の義務等に違反した場合に道義的責任を問うことによ

り、公務における規律と秩序を維持・回復することを目的とする処分です。 

 職員の分限処分及び懲戒処分については、職員の派遣元と協議の上、派遣元において行 
います。 
平成２２年度における分限処分及び懲戒処分の実績はありません。 

 
５ 服務の状況 
（１）職務専念義務免除の概要 
   職員は、研修を受ける場合、厚生に関する計画の実施に参加する場合等において、 

あらかじめ任命権者又はその委任を受けた者の承認を得てその職務に専念する義務を

免除されることができます。 
平成２２年度において、職務専念義務の免除の実績は１件で日数は２日でした。 

 
（２）営利企業等への従事の概要 
   職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利企業等の役員等を兼ねることや自ら

営利企業を営むこと、その他報酬を得ていかなる事業又は事務にも従事することはで

きません。 
平成２２年度において、営利企業等への従事許可の実績はありません。 

 
６ 研修及び勤務成績の評定の状況 
（１）研修 
   広域連合において実施する研修の実績はありませんが、職員は派遣元が実施する研

修に参加しています。 
 
（２）勤務成績の評定 

勤務成績の評定は、広域連合において実施していません。 
 
７ 福祉及び利益の保護の状況 
（１）福利厚生 

地方公共団体は、地方公務員法により職員の福利厚生の計画を樹立し、実施するこ

とが義務付けられています。職員の相互共済及び福利増進等を目的とした共済組合制

度及び福利厚生制度等の諸制度については、各職員の派遣元の制度に加入しています。 
 
 
 
 



（２）安全衛生管理 
職員の安全と健康を確保すると共に、快適な職場環境作りに努めています。職

員の健康の保持にあたっては、職員の派遣元が実施する健康診断等を受診しています。 
   ただし派遣元での健康診断の受診が難しい場合は、協議の上、広域連合が実施しま 

す。 
平成２２年度は７名が受診しました。 

 
（３）公務災害補償 

公務災害補償制度は、職員が公務上又は通勤途上で負傷、疾病、死亡等の災害を受

けた場合に、その災害によって生じた損害の補填（補償）と、被災職員の社会復帰の

促進及び職員・遺族の援護を図るために必要な事業（福祉事業）を行うことを目的と

しています。具体的には地方公務員災害補償法に基づき、専門的機関として設置され

た地方公務員災害補償基金によって補償事務が行われています。 
平成２２年度における公務災害、通勤災害の認定件数は０件です。 

 
８ 公平委員会に係る業務の状況（愛媛県人事委員会委託事務） 
地方公務員法第７条第４項により、公平委員会を置く地方公共団体は、議会の議決を経

て規約を定めることにより、人事委員会又は公平委員会を設置せずに他の地方公共団体の

人事委員会に委託して公平委員会の事務を処理させることができると規定されています。 

当広域連合においても、この規定に基づき、規約を定めて愛媛県人事委員会に公平委員

会の事務を委託して処理しています。委託している公平委員会の事務の内容及び平成２２

年度の状況の報告は、次のとおりです。 

 

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況 

平成２２年度において、措置要求事案はありません。 

 

（２）不利益処分に関する不服申立ての状況 

   平成２２年度において不服申し立て事案はありません。 

 


